平成21年度日本OP協会年次総会議事録
開催日時：平成21年11月1日（日）17:30～20:00
開催場所：江の島ヨットハーバー　大会議室

審議に先立ち榊原理事（OP協会）より評議員総数45名に対し、出席評議員数31名（内委任状12名）でOP協会規約（第21条 – 1、総会の定足数及び議決方法）を満たしており本総会が成立したことが報告された。

尚、OP協会会長が所用で出席できなくなったため、国見副会長が議長に選任され、議事録作成をOP協会事務局　榊原和久、署名人を渡辺健二氏（夢の島・東日本）及び小泉周三氏（光・西日本）として審議に入った。
1. 議題1（平成21年度各委員会活動報告）
レース委員会、ルール計測委員会、強化・普及・海外派遣委員会、総務・財務・部渉外・広報委員会の順で本年度の活動及び来年度の計画の報告があり全て原案通り承認された。

　（議事詳細）

(1) 21年度は会計が赤字決算のため、出前コーチの削減等事業の削減、理事会開催日数の減、会議費の取りやめ等、20年度総会の計画案からは経費の節減を念頭にコスト削減を図った。

2. 議題2（平成21年度会計報告・平成21年度監査報告）

議題２について一括審議された。会計担当理事から詳細な報告があり全て承認された。

　（議事詳細）

(1)2009年度実績の普及委員会（ヨット教室）60万円はＳＳＦからの補助金事業である。歳入（SSFからの振込）が2008年度となり、JODAとの会計年度の違いで2009年度の計上となっている。

　　(2)JSAFからの艇種別協会への補助金は2年程前から廃止されている。

　　(3)デンマークエクスチェンジプログラムについては、受入側（デンマーク）の都合で実施ができなかったが、遠征補助という形で対象選手に渡して欲しいと協賛社から連絡があり、対象者に渡している。今後については、継続の意向が協賛社からあるため選手を交流する方向で検討している。JODAとしての実質的な支払いは発生していない。
　　(4)収入の補助金70万円は、SSFからのヨット教室を予定していたが、承認がおりなかったため取得できなかった。そのため0円となっている。

3. 議題３（平成22年度各委員会計画報告）
レース委員会、ルール計測委員会、強化・普及・海外派遣委員会、総務・財務・部渉外・広報委員会の順で来年度の計画の報告があり全て原案通り承認された。

　（議事詳細）

(1) レース委員会から、2010年度JODAナショナルチーム最終選考会の開催地について、総会資料印刷後、別府から立候補があった。開催期日は、3月20日～3月23日を予定する。

(2) 強化・普及・海外派遣委員会から、海外派遣チームへの強化補助金については、ワールドチームを除き廃止する旨の説明があった。ただし、その分、海陽（予定）でのナショナルチーム全体の強化に予算を投下する。また、海外レポートの共有を図る旨の説明があった。
（質疑）

　　Q1：全日本の開催地について、立候補地は光だけだったのか？

　　A1：JODAのホームページで公示を行ったが、正式に立候補があったのは光だけであった。

　　Q2：東日本選手権を葉山で実施するのは決定か？

　　A2：現状では、案として出している状態。指定管理者とも連携し正式に決定の際には、葉山町S協会JRTにも経緯を共有し進めていきたい。

　　Q3：アジアセーリングチャンピオンシップ、アジア大会の派遣については、強化補助金はないのか
　　A3：両大会について、JODAとしては継続的に派遣したいという希望があるが、過去の大会においてJSAFとJOCの調整で派遣しない大会もあった。JODAとして強化補助金は過去には出してこともあるが、渡航費の2/3くらいはJOCから補助されていた。艇の運搬も自艇参加のためJSAF負担でコンテナ積みで運んでいるのが過去の状況である。エントリーフィーも補助があるため、実際には選手の負担は10万円程度が想定されることからJODAではアジアセーリングチャンピオンシップには強化補助金は考えていない。アジア大会は、JOCの管轄下に入る大会であり、JODAとしては推薦以外はタッチせず、補助金も渡航費等全額に近い金額がでるので補助は考えていない。メダルをとるため、過去はJSAFからの要請によりOP専用のコーチを派遣していたが、詳細は選考選手やコンディションを考慮し理事会で協議していきたい。

　　　　２００９年度アジアセーリングチャンピオンシップの選考は２００９年日本オプティミストセーリング選手権大会において男女上位1名を選考し、２０１０年度アジア大会には２０１０年3月開催予定の海外派遣最終選考会の男女上位各1名を選考し、ＪＳＡＦに推薦する

　　Q4：JSAFの登録について、JODAからも可能なようにして欲しい。

　　A4：JSAFとしては、各県連からの申込を推奨していると認識しており、JODAとしては当面は実施については行っていない。しかし、県連からの登録が、場所的に困難といった場合もあるので、今後理事会で検討していきたい。

4.　議題4（平成21年度予算案報告）
会計担当理事から詳細な報告があり全て承認された。
5.　議題５（協会主催レースの開催日程について）
　　レース委員会から、年間のレース日程について付議された。全日本の日程については夏休み中に実施し、東西選手権、選考会も学校が休みの時期を考慮して開催するという大枠の方向が承認された。また、2011年度から大会枠数1名につき5000円をJODA協賛金として納付することも承認された。
　
　（議事詳細）

　　(1)　P15の資料では、最終選考が11月となっているが、3月に訂正。

　　(2)　東西選手権の開催日程については、他レースと調整のうえ最終的に決定することとする。

(3)　全日本が8月の実施であれば、次の艇種への移行も速やかに行く
（質疑）

　　Q1：全日本の選手数の見直しは実施しないのか。
　　A1：現在、280万円予算で実施しているが、人数が減れば予算も減ることとなる。全日本オープンも廃止となったこともあり、出来るだけ多くの子供たちに参加して欲しい意向もある。そのため、当面は140名体制で実施していきたい。
　　Q2：全日本が8月実施となると、8月は相当のハードスケジュールとなるが。

　　A2：現状においても7～8月は過密スケジュールとなっている。メリットは、8月の下

旬は現状も東西選手権を実施しており、スタッフも出易いと考えている。また、9月から翌年7月まで枠取得のレースの実施も長期間できる。
　　
　　Q3：全日本開催日程変更に伴い、会計年度も変更するのか。

　　A3：決算時期は現状ではずらす方向で考えている。
　　Q4：全日本の参加選手が最終決定するのが、辞退⇒補欠⇒補充　という状況となっているため、選手決定のスケジュールが非常にタイトとなる。7月末で〆るとしてもJODAで決定のシステム、スケジュールを検討して欲しい。

　　A4：決定した場合には検討が必要。了解した。
6.　議題6（スポーツ拠点つくり事業への申請）
　　拠点事業をJODAとして推進していくという方向性について承認された。詳細な場所については、別途決定していくこととする。

　　
　（議事詳細）

　　(1)　現在、行政として拠点事業に賛同しているのは、別府、和歌山、蒲郡である。

　　(2)　関東地区では、受ける行政がない。

　　(3)　拠点事業をJODAとして推進していきたいというのが理事会の意向であるが、総会の場において、評議員の意見を聞きたい。

（質疑）

　　Q1：チャーター艇は全艇可能なのか。

　　A1：全艇にはしたいが、初年度の予算は1000万円となっている。初年度に艇を揃えるとか、翌年度から徐々になどの分け方はできる。全艇新艇にしていきたい意向はJODAとしてはあるが、受け入れ行政によっては難しい場所があるかもしれない。

　　Q2：問題はどこで実施するかと思う。行政のバックアップの条件はどうなのか。

　　A2：もう一度理事会でメリットデメリット等を精査して最終決定をしていきたい。決定は、理事会で決定ではなく、臨時総会等で評議員の決をとって決定していきたい。 

7.　議題7（役員改選）
選挙管理委員長が所用で出席できなくなったため、事務局の榊原理事より理事に5名、監事に１名の立候補があり、締め切り日時（10月9日）、立候補の書面、推薦人名簿とも不備なく受理したことが報告された。
選挙管理委員長より5名の立候補者が理事、１名の立候補者が監事に推薦され、満場一致で承認された。

　また、理事に1名欠員がでているが追加公募は今年度は行わないことも承認された。

　さらに、今後の立候補届けにはJODAオペレーションスタッフ番号及びJSAF番号を明記すること及び監事立候補の細則について、日本オプティミストディンギー協会細則　選挙規定　第7条を適用するか否かについて、今後理事会で協議することとした。
承認された理事は次の5名。（あいうえお順）
　　　　氏　名　　　　　　　所属クラブ

　　　　榊原　和久（再任）　藤沢市青少年セーリングクラブ
　　　　土居　修　（新任）　横浜ジュニアヨットクラブ

　　　　濱本　徹夫（再任）　B&G別府海洋クラブ

　　　　牟田口　利彦（再任）玄海セーリングジュニアクラブ

　　　　矢野　荘一郎（再任）横浜市民ヨットハーバージュニアヨットクラブ
退任理事は次の通り。

　　　　丸田　郁朗・丹羽英夫
承認された監事は次の1名。

　　　　氏　　名　　　　　　所属クラブ

　　　　秋山　敏　（新任）　横浜ジュニアヨットクラブ

その後、第一回理事会が開かれ、新理事長及び会計担当理事が次のように決定し、総会で報告された。

　　　　濱本　徹夫　　理事長
　　　　長堀　香津子　会計担当理事

以上を以て、平成21年度日本OP協会年次総会は終了した。
議事録作成日：　平成21年11月8日

作成者：　榊原　和久（OP協会事務局・理事）

議事録署名人：　渡辺　健二　（評議員）

　　　　　　　　小泉　周三　（評議員）
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